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第２．伊勢湾を取り巻く既存計画 

 

伊勢湾沿岸のあり方を考える上で参考とする既存計画として、以下の諸計画を取り上げ

てその特徴を記す。 

?? 新しい全国総合開発計画 

?? 沿岸域圏総合管理計画策定のための指針 

?? 中部圏開発基本計画 

?? 伊勢湾沿岸域における総合的管理の実現に資する社会資本整備計画調査 

?? 伊勢湾の総合的な利用と保全にかかる指針 

?? 伊勢湾沿岸整備マスタープラン 

?? 伊勢湾再生ビジョン策定調査 

 

 

１．新しい全国総合開発計画(平成 10 年 4 月) 

 

全国総合開発計画は、国土総合開発法に基づく国土づくりの指針となる計画である。５

回目の策定となる新しい全国総合開発計画は、半年以上にわたる国土審議会の調査審議を

経て、平成 10 年３月に閣議決定された。 

地球時代、人口減少・高齢化時代、高度情報化時代の到来など、大きな時代の転換期を

迎える中、新しい全国総合開発計画では、現在の一極一軸型の国土構造から多軸型の国土

構造への転換を長期構想とする「21 世紀の国土のグランドデザイン」が提示されている。

また、2010～15 年までの計画期間中に「自立の促進」をはじめとする５つの基本的課題を

設定し、基本的課題の達成に向け、「多自然居住地域の創造」「地域連携軸の展開」など４

つの戦略を推進していくことがうたわれている。 

海洋・沿岸域の保全と利用に関しては、海洋・沿岸域を人類共有の財産として、また望

ましい姿で子孫に引き継ぐべき貴重な国土空間として認識し、適正に保全するとともに多

面的に利用していくことを基本とし、国民の生命や財産を守り、質の高い安全な沿岸域の

造成と、人間と自然が良好にかかわる美しく健全な沿岸域環境の復元創造を図るため、沿

岸域圏を自然の系として適切にとらえ、地方公共団体が主体となり、沿岸域圏の総合的な

管理計画を策定し、各種事業、施策、利用等を総合的、計画的に推進する「沿岸域圏管

理」に取り組むこととされている。 

伊勢湾を中心とする中部地域は、｢先端的産業技術の世界的中枢としての役割を果たし、

全世界を対象に多様な交流が活発に行われる地域｣として今後の基本方向が位置付けられ

ている。展開施策として、国際空港・国際港湾並びにアクセス交通の整備や国際交流機能

の向上、付加価値の高い農林水産業の振興や自由時間関連産業の活性化、広域的な交流を

支える道路・高速鉄道・空港・港湾・情報通信基盤の整備などが示されている。 
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２．沿岸域圏総合管理計画策定のための指針(平成 12 年 2 月) 

 

新しい全国総合開発計画において、沿岸域圏の総合的な管理計画を地方自治体が作成す

ること、あわせて国は計画策定の指針を明らかにすることが示され、これを受けて｢21 世

紀国土のグランドデザイン｣推進連絡会議において「沿岸域圏総合管理計画策定のための

指針」が平成 12 年 2 月に決定された。 

 
【沿岸域圏の総合的な管理計画のあり方】 

沿岸域について、自然の系として、地形、水、土砂等に関し相互に影響を及ぼす範囲を

適切にとらえ、一体的に管理すべき範囲として地域の特性に配慮しつつ、海岸線方向、陸

域・海域方向に区分した沿岸域圏ごとに総合管理計画を策定。 

策定するに当たっての視点 

１） 参加と連携の視点 

   多様な主体の調整に向けた参加と連携を図り、公平性、効率性等が確保された計

画とすること 

２） 広域的な視点 

   相互影響性を有する沿岸域を一体的として管理するため、広域的な視点から策定

された計画とすること 

３） 長期的な視点 

   沿岸域圏の持続性の確保を図るため、沿岸域圏のあり方の将来像の設定や将来へ

の影響の予測等を踏まえた長期的な視点から策定された計画とすること 

４） 一貫的な視点 

   総合管理計画の実効性を継続的に担保するため、沿岸域圏の環境の復元・創造に

向けた事業、施策等の実施状況について、点検・調査、見直しを行うなど一貫的な

視点からの取組を含む計画とすること 

 

【計画策定に盛り込むべき事項】 

計画の対象範囲・期間、基本方針のほか、計画内容として具体的な個別目標や施策等を

定める。 

１） 安全の確保(国土保全、海域の安全対策、防災対策への啓発) 

２） 多面的な利用(社会資本整備計画の推進、関連産業の振興、パブリックアクセスの

確保等) 

３） 良好な環境の形成(水質保全、海洋汚染対策、良好な環境の復元等) 

４） 計画推進方策(計画推進体制、進捗状況の把握、事後評価等) 
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３．中部圏開発基本計画（平成１２年３月） 

 

本計画は、中部圏開発整備法に基づいて長期的かつ総合的な視点から今後の中部圏の開

発整備の方向を示すものである。国土審議会中部圏開発整備特別委員会において検討が進

められ、平成１２年３月に取りまとめられた。 

 

 【中部圏開発整備の主要施策】 

1. 世界につながる多様な連携・交流の展開 

2. 世界水準の産業・研究開発集積の形成 

3. 豊かな自然と共生した循環型社会の構築 

4. 創造性豊かな諸活動の展開 

5. 誰もが暮らしやすい圏域づくりの推進 

6. 多様な連携・交流を支える交通、情報通信体系の整備と良質な社会資本の形成 

 

 このうち、伊勢湾沿岸域の管理に関連する部分は次のとおりである。 

 【豊かな自然と共生した循環型社会の構築】 

「沿岸域の総合的な利用と保全」 

 ・伊勢湾沿岸 

 （良好な環境の保全と創造） 

     伊勢湾の環境を改善し、良好な沿岸域を形成するため、海底に堆積している

汚泥のしゅんせつや覆砂、干潟や浅場の造成、浮遊ごみ・油の回収等の海域に

おける環境改善を図る。 

     人々が水辺に自由に行き来でき、その魅力を楽しむこと（パブリックアクセ

ス）ができる空間の形成を図るため、親水緑地や人工海浜等の整備、マリーナ

等の海洋性レクリエーションの拠点となる施設の整備を推進する。 

     伊勢湾地域の諸活動に伴い発生する廃棄物、建設発生土について、発生抑制、  

     減量・減容化、再利用、リサイクルの努力を前提としつつ、適切な処分を推進

する。 

   （地域活力の創出） 

      臨海部の産業や物流拠点等の既存集積を活用・高度化しつつ、新規・成長産

業の展開等を図る。 

      中部国際空港、国際海上コンテナターミナル等の整備を推進し、特に各港湾

の特性に応じて役割を分担かつ補完する広域港湾としての機能を整備する。 

      沿岸域を環状方向に結ぶ道路、鉄道等の整備を推進する。 

   （安全の確保） 

      沿岸域の防災性の向上のため、利用や自然環境の保全に配慮しつつ、高潮対

策のための海岸保全施設の整備等を促進する。 

      電力、ガス、石油等のエネルギーの安定的供給を図るため、防災対策を推進

するとともに、中山水道航路の整備や航行安全施設等の整備、海洋情報の充実

を図る。
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６．伊勢湾沿岸整備マスタープラン(平成 11 年 9 月) 

 

 「三重のくにづくり宣言」を進める上で、多様な課題を解決し「伊勢湾沿岸のあるべき

姿」の実現を目指した基本的事項を示すことを目的に策定されたものである。関係行政の

調整・連携による総合行政の実施、地域の住民や企業、関係する団体等との協働・連携に

より、沿岸域の一体となった整備・保全を進めることが目指されている。 

 また、このマスタープランの基本理念・基本方針に基づき、海岸保全基本計画の策定や

海岸整備アクションプログラムの作成を行うなど、各種事業への反映が必要であるとされ

ている。 

この調査では、三重県内の伊勢湾を３つのブロックに分け、それぞれの方向性を以下の

ように示している。 

 

表２－１ ブロックの方向性 
 ブロックの方向性 
（Ⅰ）桑名・四日市ブロック 沿岸域の安全を確保し、道路整備計画や四日市港を中心

とする地域経済の振興方策と調和した沿岸環境の保全・
復元 

（Ⅱ）鈴鹿・津ブロック 沿岸域の安全を確保し、津松阪港の発展を核とした交流
空間の創出と、レクリエーション利用の機能向上、伊勢
湾を代表する良好な白砂青松の保全・復元 

（Ⅲ）松阪・伊勢ブロック 沿岸域の安全を確保し、歴史・伝統文化の継承と、背後
の土地利用と海洋レクリエーション施設整備との調和、
ウミガメの保護と砂浜の保全・復元 

 

また、沿岸域整備における基本方針－マスタープラン推進のための取組の体系について

も、次頁のように示されている。 

 まれていることなどから、パブリックアクセスの確保を含めた高質な海洋性レクリ

エーション空間の整備を進める。 

 また、沿岸域では、地元の住民や漁業者と余暇利用者との間で種々のトラブルが

増加していることから、秩序ある余暇利用を図るための海面利用に係るルールづく

りを進める。 

(3)交流拠点性を高める地域整備の促進 

①広域化・国際化に対応した交通・物流基盤の整備 

②高次都市機能の集積 
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